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現代経済における商業資本の独自性

高　木　　　彰

は　じ　め　に

　現代の流通機構を大きく特徴付けているのは，情報化であり ，情報機器の高度化により可能に

なっ た企業内と企業間におけるネ ソトワークの形成である。そのような流通システムは，「情報

ネットワーク型流通システム」（宮沢健一）と名付けられている。そのｒシステム」は，企業内に

おいては，情報の収集，処理，蓄積，伝達が急速に行われることとして，企業問においては，情

報伝達が容易となっ たことによっ て企業相互の結び付きの様相に大きな変化を生じさせているこ

ととして特徴付けられるのである。ネ ソトワーク型流通システムは，調整機構と組織原理におい

て， 柔軟性と相互依存性，独立性と統合性の両面をもつのである 。

　問題は，そのようなネ ットワーク型システムが従来の流通システムといかなる関係にあるのか

ということである。従来の流通システムは，経済主体に即して見れは，¢大量生産の流通を目的

とする巨大規模メーカー主導型の流通システム（配給過程化，系列化），砂』・売業主導型の流通シ

ステム（大型スーパー 零細小売業），　消費者の組織する流通システム（生協等），にタイプ化する

ことができる。ネ ットワーク型流通システムがそれらと並んで独自のサブシステムを構成するの

ではなく ，それら三者のシステム全体に関わるのである。その意味では，従来の流通のシステム

を市場と組織とにおいて捉え，それらに対して，ネ ットワーク型流通システムは，第三のシステ

ムとして位置づけられるものであるといえよう 。

　これまで，独占段階の流通機構の特徴を配給過程化において捉えられてきたのであるが，それ

は商業資本は，産業資本の機能の一部の委譲において自立化しているという理論的則提を発展さ

せたことの帰結であ ったのである。しかし，独占段階の流通機構は，配給過程として一元化され

たわけではなく ，小売業に見られるような商業機構を残存せしめたのである。そのような状況を

寡占的製造企業の許容範囲として捉えるのか，商業資本の独自的運動として捉えるのかというこ

とが問題なのである。そこに商業資本についての社会的再生産過程において果たす役割，機能の

再検討が必要である根拠が見出されるのである 。

　当然のことではあるが，流通機構において構造的変革が惹起されているとはいえ，流通が生産

と消費の媒介的位置にあり ，商品の売買過程の媒介を通して社会的資源を適切に配分することに

おいて社会的分業の体系の一環を構成するという ，これまで商業が果たしてきた基本的機能それ

自体に決定的な変化が生じているということではない。情報のネ ットワーク化によっ て惹起され
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たのは，商業資本が本来的に有していた機能が全面的に開花し，そのことのもつ社会的再生産過

程における機能の意義が明確になっ てきたということなのである。情報機器の導入によっ て， 商

業機能は，一面では，商品の「命懸けの飛躍」＝価値実現を遂行することにあるのであるが，他

面では，最終需要者（消費者）の生活のあり方，「人問の論理」とも密接な関わりをもたざるをえ

ないことが明らかになっ てきたのである 。

　本稿で問題にしようとすることは，現代経済における流通機構の機能的変化，社会 ・経済シス

テムに占める流通の役割の変化とは何かということである。現代経済において商業資本は，独自

の活動を展開している経済主体として規定されねばならないのである。それは産業資本と商業資

本との関係が，一方では生産と販売の統合化に見られるように，より密接になりながら，他方で

は商業資本の運動の独自性，或は主導性が生まれているということに関わるのである。然るに ，

商業資本のそのような傾向は，理論的には，商業資本は，独自に利潤を形成しており ，商業労働

は， 価値形成的労働として規定されるということに他ならないのである。現代経済，即ち，情報

化が一定程度に展開した段階の経済において，商業資本の果たす機能は，従来におけるものと大

きく性格を変えてきているのである。特に，物質 ・エネルギーから相対的に独自性をもっ て運動

する契機として情報を規定しようとする場合，更にはその情報との関わりにおいて生産と流通を

問題にしようとする限り ，商業資本と商業労働についてそのように規定することは不可欠である 。

生産と流通を対立的過程としてのみ捉えるのではなく ，対立的側面を内包しながらも相互補完的

な関係において捉えようとする場合，産業資本と同様に商業資本も独自的に運動する資本として

規定されねばならないのである 。

　経済活動のＭＥ化，情報化とされていることは，単に新たな技術革新としてではなく ，経済

活動のあり方，更には社会生活そのものの見方の変革を迫るものとして，その意味では，資本王

義の一つの段階を画するものとして位置付けられねはならないのである。情報化の急速に展開し

ているという状況の下では，生産と流通の連関は大きく変容し，労働内容が情報処理，管理的性

格を帯びるようになっ ているのである。そのことは商業資本の利潤形成や商業労働の価値形成的

性格についての再検討を不可欠としているのである 。

　情報化が急速に展開し，経済学のいわゆるパラダイム転換が生じているとされる現在の状況に

おいて，従来のような商業資本の規定の仕方は，新たな観点において，即ち，価値増殖の運動体

という資本の本質的規定の観点から再検討されねばならないのである。これまで流通過程におい

ては，価値も剰余価値も創造されえないということが命題とみなされ，それ故，必然的に商業労

働は，価値形成的性格をもちえないものとして規定されてきたのである。かかる点からして，商

業資本の独自的機能を強調し，産業資本との関係を従属的なものとしてではなく ，産業資本と商

業資本を独立に運動する諸資本問相互の関係として把握しようとする場合，商業資本の独自的な

利潤形成能力が論定され，商業労働は価値形成的性格を持つものとして規定されねばならないの

である。しかし，そのことがｒマルクス労働価値論の基本命題の一つ」を否定することを意味す

るか否かは，別個の問題である 。

　ところで，経済学におけるパラダイムの転換とは，経済活動を基底において規定している原理

の転換であり ，「機械原理」から「サイハネティソ クス原理」への転換ということである。生産

過程における問題として見れば，トランスファーマシンに代表される機械体系から，フィードバ
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ソク制御によっ て特徴付けられる自動制御機構を独立化させたＦＭＳへの展開として提えること

ができるのである。又，流通過程においてはＰＯＳシステムとＣＩＭとの結合による生産と流通

の一体化の傾向を基盤として，消費と生活が全経済社会の動向を規定するものとして立ち現われ

つつあることとして捉えることができるのである。それ故，経済学のパラダイム転換を基礎理論

との関わりにおいて捉えようとした場合，その一つの論点は，個人的消費をｒ人問の個性的生活

過程」（Ｋ．マルクス）として規定し，経済理論体系の中軸の一つに据えるということにあるとい

うことである 。

（Ｉ）流通過程と情報

　現代の流通機構の変革を最も特徴づけているのは，その末端の小売段階におけるＰＯＳシステ

ムの導入である。ＰＯＳシステムとは，店頭のレジスター処理を通じて販売された商品の種類 ，

量， 価格についての情報をキャッ チして，店舗（ストア ・コントローラー）或は本部のコンピュー

ターに迅速に伝達し，その情報を処理，加工して在庫調整，商品の発送，配送についての情報を

夫々の部門に提供するというものである。更に，ＰＯＳシステムは，処理能力の多棟陛のみなら

ず， 接続性にも優れているので，小売業と卸売業，製造業とのネ ットワーク化を容易にしている

のである。そのことによっ て仕入れから販売に至るトータルな流通システムの構築が可能になっ

たのである。しかし，ＰＯＳシステムがその独自の機能を発揮することができるようになっ たの

は， 生産過程においてＦＭＳが導入され，物流システムが確立されたことによるのである。絶え

ざる需要動向の変化に対して，供給が直ちに対応可能である生産体制が確立されていること，更

には，必要な商品を所定の時間内に配送することが可能であること ，これがＰＯＳシステムがそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
の機能を充分に発揮しうる則提条件でもあ ったのである 。

　ＰＯＳシステムによっ てもたらされた利点は，第一に，商品の購買行動が多様性に富み，しか

も個別的性格が強いものへと大きく変容してきているのであるが，そのような複雑な需要動向の

把握をリアル ・タイムで可能にしたことである。第二に，売れ筋（高回転率）商品，死に筋（低回

転率）商品の把握を可能にしたことによっ て， アイテム数の削減，時間帯別 ・曜日別の店舗管理

等の商品管理の合理化を促したことである。第三に，在庫を時間と量について必要最小限にする

ことによっ て， その管理を容易にしたことである。そのことは，流通機構の末端においてこそ ，

商品管理，売場管理，顧客管理が可能であること ，更には，発注作業の効率化が推進されること

を意味しているのである。それは，又，産業資本の販売政策に従属していた品揃え形成のあり方

が大きく変容し，産業資本からの自立化が可能になっ たということでもある。商業資本は，消費

者の多様な購買行動に対応して，独自的に品揃えの形成が可能になっ たのであり ，消費者二一ズ

に即応した商業機能を遂行することができるようになっ たのである。然るに，これらはまさしく

商業資本が独自的に運動するということに他ならないのである。情報化は，商業資本が産業資本

から自立化して運動する資本であることをより明確にしたのである 。

　ここで問題にしようとすることは，ＰＯＳシステムの導入によっ て惹起された様々な変化の内 ，

二点についてである。第一は，情報の集中化と分散化によっ てストア ・マネージャー（店舗の責
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任者）の果たす役割が変化したことについてであり ，第二は，レジ機能における変化である 。レ

ジの作業が二重の効果を発揮できるようになっ たのであるが，その際，レジの作業を経済学的に

如何に評価するのかということである。以下，順次見ておこう 。

　第一の点は，スキャナーを通して収集された販売についての情報を如何に処理するのかという

ことに関わる問題であるが，それは同時に企業の意思決定の分散化の問題でもある。商品の回転

率によっ て売れ筋であるのか，死に筋であるのかが確定されるのであるが，その際，如何なる基

準の回転率をもっ て品揃えを拡充するのか，或は排除するのかを決定することは，店舗経営にお

いて極めて重要な問題である。情報が本部にのみ集中され，そこで基本的な判断と決定がなされ

るとすれば，現実の購買活動や消費者二一ズを反映しない極めて一面的な決定しかなされえない

ものとなるのである。即ち，情報の中央集中化のみによっ ては，管理の強化，末端組織の権限縮

小がもたらされるのであるが，それは現実的な企業活動の状況からの乖離をもたらすにすぎない

のである。それがＰＯＳシステム導入の初期の状況でもあ ったのである。その限界を克服するも

のとして，情報の本部への集中化と同時に各店舗における意思決定の分散化が試みられたのであ

る。 この意思決定の分散化がどのような形で行われたのかが，ＰＯＳシステムの導入と共に生じ

た企業経営の格差発生の原因でもあ ったのである。即ち，情報化において必要なことは，一方で

は情報の集中化を図りながら，他方では末端組織に権限を委譲し，状況の変化に迅速にかつ柔軟

に対応できるような分権化された組織体制を作りあげるということである。情報の集中化と分散

化を対立的にではなく ，如何に統一するかが問われているのである 。

　ここで，情報が分散化される場合，ストア ・マネージャーが如何なる判断と決定を行うかとい

うことは極めて重要な意味を帯ひてくるのである。販売効率が重視されるならは，回転率の相対

的に低い商晶が大幅に排除され，「売れ筋」商品に偏った品揃えとなり ，又，過度の絞り込みは

顧客吸引力の低下を招来することになるのである。更に問題なのは，品揃えされていない商品に

対する消費者二一ズの把握についてである。ＰＯＳ情報そのものは消費者の購買の結果に過ぎず ，

消費者二一ズそのものを正確に反映しているわけではないのである。「売れ筋」情報は，制約さ

れた品揃えの中から消極的に選択されたものであり ，販売促進や特売等の小売マーケティングの

影響を強く受けるものでもあるのである。ＰＯＳ情報にのみ依拠して品揃えを形成することは ，

それ自体としては企業の発展性を閉ざすものでしかないのである。定量的ＰＯＳ情報を基礎とし

て， 如何に発展性のある定性的情報を加工するかということがそこでは求められているのである 。

それはストア ・マネージャーの能力とは何かが改めて問われることである 。

　情報化が人問の主体的な選択範囲を拡大するとされるが，その意味は，ここでの問題として言

えば，ＰＯＳシステムにおいて収集された情報を，処理，加工し，判断することが，経済活動に

おいて決定的な重要性をもつに至ることとして顕現しているということである 。ＰＯＳシステム

の導入それ自体によっ て， 経営活動の効率化は，一時的に可能であるかもしれないが，継続的に

可能であるというものではないのである。そこで収集された情報を，店舗の置かれている地域的 ，

社会的，経済的環境の下に，如何に処理，加工し，判断するかということがストア ・マネージャ

ーに問われているのである。その時，ストア ・マネージャーの位置とはどのようなものとして規

定されるのかが問題なのである。ストア ・マネージャーは，その性格からして，本来的には商業

労働の担い手である。しかし，そこで要求されていることは，商業資本家としての判断と決定の
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能力である。情報化によっ て定型的業務が情報機器によっ て処理されるようになり ，労働者はそ

のような作業から開放されるが，それは同時に，人問にしかできない作業へと労働内容の変化を

惹起するということなのである。そのことを端的に示しているのが，ここでのストァ ・マネージ

ャーの労働の変化なのである。今や，商業労働が賃金労働者によっ て担われながら，商業資本家

的活動の性格をもつに至っているのである。それは「商業における労働者が補助的業務を遂行す

るにすぎない」（森下不二也）と規定されたことと決定的に相違する状況なのである 。

　第二の点は，スーパー・ マーケ ット等にＰＯＳシステムが導入された場合，レジの作業は，本

来のレジ機能のみではなく ，生産に関わる情報収集の活動をも遂行しているということについて

である。ＰＯＳシステムの導入によっ て， レジの機能の経済的意義がより明確になっ たというこ

とである。レジの機能が商品の価値実現，価値姿態の変換活動にすぎない作業から，その従来の

レジ機能を遂行しながらも生産管理に必要とされる情報の収集活動の作業をも遂行するものへと

大きく変容しているのである 。

　ＰＯＳシステム導入以前の段階では，レジに携わる労働は，購買のためにレジにもち込まれた

商晶の価格を計算し，その代価を受け取る作業を行うのであり ，その意味では商晶価値の姿態変

換を媒介する補助的活動として規定されたのである。価値の姿態変換に補助的にのみ関わるにす

ぎないが故に，レジの労働は，不生産的労働として規定されたのである。これに対して，ＰＯＳ

システムの導入によっ てレジの果たす役割が大きく変化したのである。そこではレジにもち込ま

れた商品のバーコードをスキャナーによっ て読み取るという作業が行われるのである。その作業

自体は，従来より遥かに単純化された作業であるが，計算が正確に，素早く処理されるに至って

いるのである。しかし，その単純化された作業によっ て，一方では，従来のレジの作業の高速処

理が可能になると同時に，他方では，商品の需要動向についての情報収集が行われているのであ

る。 そのようにして収集された販売情報を集中化し，処理 ・加工することによっ て売れ筋商品 ，

死に筋商品を確定し，或は新たな需要動向の開拓をすることが可能になっ たのである。その商品

の需要動向を判断し，確定するということは，産業資本の運動を直接的に規定する契機として重

要な意味をもっ ているのである 。

　それ故，レジの労働は，商品の価値実現のための補助的活動であると同時に，生産に関わる情

報収集の作業でもあるのである。このことは，従来ともレジの機能は，商品の姿態変換活動のみ

ではなく ，商品の需給関係に関わる情報を処理していたのであるが，その処理された情報を正確

に収集し，有効に活用しえていなかっただけであるということでもある。レジの機能が本来的に

もつ価値姿態変換の媒介操作と，販売された商品についての情報の収集という二側面をもつもの

であることが膚報化の展開によっ て明確になっ てきたのである。生産の決定に関わる情報収集の

機能を果たすことにおいて商業労働は，生産的労働として，価値を創造する労働としての性格を

備えるものとして規定されねばならないのである。そのことは同時に，商業資本は，資本それ自

体として価値増殖活動の王体として規定されねはならないということをも含意しているのである 。

　情報化社会とは，情報が物質 ・エネルギーから相対的に独立して運動することが可能になり ，

一つの概念として確立するに至ったことにおいて特徴付けられるのである。それは現代社会の経

済活動を規定する要因として，従来の物質 ・エネルキーに加えて，第三の契機として情報を位置

付けるということである。その点を経済学の問題として見れば，情報の収集，加工，伝達という

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５６）

「７　Ｊ



　　　　　　　　　　　　　現代経済における商業資本の独自性（高木）　　　　　　　　　　　　１３３

活動を新たに経済的に規定するということである。レジに関わる労働の経済学的意義についての

変化とは，情報収集の作業の側面をもつものであることが明確になっ てきたということに関わる

のである 。

（１）商業資本の独自的規定

　（Ａ）産業資本と商業資本

　従来，商業資本の規定について，価値や剰余価値を創造するものとして機能しないにも関わら

ず， 流通過程が社会的再生産過程の一段階を構成していることにおいて利潤の分配に与かるとさ

れてきたのである。例えば，次のような主張がそうである。「商業資本は，流通部面の中で機能

する資本である。流通過程では，ただ価値の形態変換，商品の変体が行われるだけである。資本

は， 流通期問にある問は，商品を生産せず従って価値も剰余価値も生産しない。流通期間は，価

値創造の制限である。それだから ，商業資本は価値も剰余価値も創造しないのである」（［３１２５

頁），「とはいえ，産業資本の流通段階も生産と同様に再生産過程の　段階をなしているのだから ，

流通過程で独立に機能する資本も色々な生産部門で機能する資本と同様に年問平均利潤を挙げな

ければならない」（［３１２８頁）。

　ここで主張されていることは，従来のマルクス経済学における商業資本の規定としては極めて

標準的なものである。そこでは，産業資本において生産された商品の貨幣への転化は，産業資本

家の売買操作によるものであり ，その意味で純粋に資本家的機能であり ，それ故に，流通過程で

は何らの価値量の変化も生じないということである。しかし，ここで指摘しておかねばならない

のは，商品の売買行為が純粋に資本家的機能であることと，流通過程において価値の形成が行わ

れず，商業資本が価値を形成しないということとは別の問題であるということである。それは流

通過程における資本の運動の独自性を如何なるものとして捉えるかということに関わる問題でも

あるのである。いずれにしろ，商業資本論において想定されていることは，商業資本の果たす機

能は，商品資本の自立化したものである限りにおいて，産業資本の販売機能が委譲されただけの

ものであるということであり ，その委譲された機能を遂行することを根拠として産業資本が創出

した利潤の一部分が商業資本に商業利潤として分与されるということである。その場合に理論的

に前提されていたことは，商品流通，価値の姿態変換過程においては，価値も剰余価値も創造さ

れ得ないということである。物流（運輸）や商品の保管等は，延長された生産過程として純粋な

流通過程の考察において対象から外された上で，固有の資本の流通過程は，単に価値の姿態変換

過程そのものとしてのみ捉えられたのである。商業資本が描く純粋な運動形態とは，商品の貨幣

への転化それ自体であるとされたのである。しかし，そのような流通過程の規定は，自立した資

本としての商業資本の機能を産業資本から委託された商品を販売することに限定することにもな

ったのである。商業資本の自立化を産業資本の果すべき商業機能の自立化としてのみ提えること

は， 商業資本の現実的，具体的な研究に対しては大きな限界を画するものでもあ ったのである 。

　産業資本は，近代ブルジ ョア社会を総括する運動体であるが，それはその内部に剰余価値の生

産過程を含んでいることによるのであり ，自立的な再生産の原理を内蔵していることによるので
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ある。産業資本は，剰余価値の創造が資本の機能であることを明らかにしている資本の唯一の定

在様式なのである。それ故に，マルクスは，「近代的経済の現実的科学は，理論的考察が流通過

程から生産過程に移るところで初めて始まる」（Ｋ．ｐ．３ ・３６９）としたのである。そのような理論

的根拠に立脚して，従来の経済学は，生産過程の決定的重要性を強調してきたのである。そして

流通過程が生産過程に規定されるものとして現われるとされたが故に，商業資本は産業資本にお

いてのみその存在が根拠付けられるものとして，それから派生したものとして規定される必要が

あっ たのである。商人は，資本が支配的な存在様式として生成する以前は独立的存在として規定

されていたのであるが，資本制社会が生成するとともに，最早，唯「生産的資本の代理者として

機能する」（Ｋａｐ．３ ・３５９）だけであり ，「資本主義的生産の発展と共に産業資本に従属してゆくも

の」（Ｋａｐ．３ ・３６１）であるとされたのである。産業資本は生産を支配し，近代社会を統括する原

理として規定されるのに対して，商業資本は，産業資本の運動の流通機能を代位する限りにおい

てその存立の根拠が与えられるということである。そのような捉え方の延長線上に展開されたの

が， 独占の形成によっ て惹起された巨大製造企業による系列化の傾向を配給過程として規定する

方法であ ったのである。それは商業資本の運動を直接的には大量生産された商品を如何にして市

場に押し込むかということであり ，従って大量販売を対象とするものでしかなかったのである 。

　しかし，情報化社会という資本主義発展の新たな段階においては，商業資本を産業資本に根拠

づけられ，規定されるものとして捉えることは再検討されねばならないものといえよう 。そこで

は商業資本は，まさしく資本それ自体として相対的に独自的な運動を展開するに至っているので

ある。現段階の生産力水準をどのようなものとして規定するかについては問題があるとはいえ ，

少なくとも社会の必要とする財の生産にかなりの程度において適応可能であるということはでき

るであろう 。消費者の需要動向の変化に直接的に対応できる生産体制が確立されているというこ

とである。更に，個人的消費が「労働力の再生産過程」としての規定から脱却して，一歩，「人

問の個性的生活過程」の実現に近付いているということでもある。それが消費の個性化であり ，

多様化ということの意味である。消費との関わりにおいて，商業資本の運動を捉えることが極め

て重要になっ てきているのである 。

　そのような状況は，情報化社会の特徴とされるのであるが，そこにおいても依然として産業資

本の主導的活動を一面的に強調し，商業資本はその産業資本の運動に規制され，従属的にのみ運

動するものとして捉えることは，現段階における流通機構の状況の把握を困難にするものでしか

ないのである。商業資本を産業資本に対する従属性において規定することは，ニュートンカ学に

立脚する「機械原理」を体現するものとしての機械体系段階の資本主義においてのみ妥当する方

法である。少なくとも，トランスファーマシンにおいて実現されたフォード ・システムに対応す

る規定でしかないのである。情報化という「サイハネティソ クス原理」の作用する現段階におい

ては，情報と制御が重要性をもつに至ることとも関連して，産業資本と商業資本とは，従属的関

係においてではなく ，相互規定的関係におけるものとして捉えられねばならないのである 。

　従来，商業資本の存在根拠は，それが産業資本の一契機を委譲されることによっ て， 商品資本

が自立化することにあるとされてきた。その際，問題にされたことは，産業資本のみが存在し ，

商業資本が存在しないという状況が先ず想定され，次いで，商業資本の自立化によっ て， 如何に

流通期間が短縮され，或は流通過程の不確定性（商品が何時，とのような価格で販売されるのか不確
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定であるということ）が除去されるかとして議論されてきたのである。しかし，商業資本が資本と

して独立化するのは，商業機能が資本にとっ て価値増殖の場でありうることに存していたのであ

る。 商業機能，或は商人の活動は，資本制生産が支配的になる以前から存続していたのであり ，

その経済活動が資本によっ て包摂されることが商業資本の成立であ ったのである。商業資本が自

立化して社会的分業の一環を担うものとして規定されるということは，一方では商業機能を遂行

しながら，他方では価値増殖の運動体であるということである。それ故，問題は，商業資本は商

業機能を遂行することによっ て如何にして，価値増殖が可能であり商業利潤を創出しうるのかと

して再定式化される必要があるのである 。

　産業資本がその抽象的想定において販売機能を担うものとされる時，そこで想定された販売機

能とは，商品の価値姿態変換それ自体であり ，本来的な商業機能，商業活動全般ではなかったの

である。そのような想定は，資本が本来的に生産過程を包摂することによっ て一時代を画するこ

とを論定するための理論的則提であ ったのである。そのような抽象的にのみ想定された商業機能

が如何に自立化したとしても ，現実に営まれている商業機能の考察に対して何らの理論的手掛か

りを与えるものではないのは当然である。いずれにしろ，商業資本を価値増殖の運動体として ，

従っ て自立した資本として規定しようとする限り ，従来のように産業資本の一機能を担うものと

して規定されてきたことは，今や克服されねばならないのである 。

　産業資本が近代社会を統括する運動体であることの根拠は，資本が生産過程を捉えることに求

められたのであるが，そのことの意味を明確にするためには，差し当たり生産過程においてのみ

価値と剰余価値が創造されるのであり ，それ以外の過程，流通過程においては価値や剰余価値は

実現されるだけのものとして，価値量にして変化がないものとしての想定が必要とされたのであ

る。 資本の本質的規定を明らかにするために必要であ った理論的仮構とは，流通過程において価

値量が変化しないということであ ったのである。生産過程以外の経済活動の場においては，活動

の前と後とでは価値量の不変が「正常的経過の条件」（Ｋ．ｐ１１６６）であるとされねはならなか

ったのである。しかし，剰余価値の創造が，その本質において明らかにされたならば，次に必要

なことは，以前には捨象された問題，社会的再生産過程を構成するもう一つの契機としての流通

過程における資本の独自的運動が考察されねばならないのである。マルクスの『資本論』におい

てそのことが欠落しているのはそのような理由によるのである。そのような特有な方法は，産業

資本を資本の疋在様式として解明するための方法的限定にすぎなかったのである。そのような理

論的限定の下における『資本論』の叙述を唯一の根拠として流通が価値を創造しないと主張し続

けることは，少なくとも現代経済の考察においては誤りであるといえよう 。

　ところで，橋本勲氏は，「産業資本自らが商業活動を行う場合の想定を，『資本一般』の論理段

階」（［１６１３７頁）におけるものであり ，これに対して，「個別的資本の観占」＝「競争論」の論理

段階においては，商業資本は「利潤を創出する主体」として，従って流通費は利潤の源泉として

現象し，その流通費の大きさに比例して，商業利潤の大きさが規定されるとされている。そこで

は「流通費に投ぜられるべき出資」は，産業資本にとっ ては不生産的であり ，費用としての意味

をもつにすぎないにも関わらず，「商業資本にとっ ては生産的投資」であり ，従 って又，それは

マルクスによっ て指摘されたように「商業資本が買う商業労働も ，商業資本にとっ ては直接生産

的」（Ｋ．ｐ．３ ・３３３）であることを意味しているとされるのである。その際，商業資本が利潤を形

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５９）



　１３６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第６号）

成するものとして現象するのは，「競争論」においては，事態は「資本　般」とは正に「逆転」

して現れる関係にあるからであるとされるのである 。

　しかし，商業資本の利潤創造性の根拠を考察対象の論理次元の相違に求めることには疑問が残

るものといえよう 。産業資本の商業活動が資本の独自的運動によっ て包摂され，価値増殖として

機能するものへと転化することにこそ問題の焦点があったのである。更に，マルクスが問題にし

たのは，流通費用は，「資本　般」の論理段階においては，資本の運動における空費として剰余

価値から控除されたのに対して，競争論の段階においては資本として機能し，新たに利潤を形成

するにいたるということではない。又，商業資本の取得する利潤が商業利潤として規定されるの

は， 産業利潤からの控除によるものとしてであり ，商業資本が利潤を形成する経済主体として規

定されることによるのではない。商業資本が利潤を形成する経済主体であるのは，産業資本の分

析においては考察の対象外であるとされた流通過程の全体がそこでは考察対象とされることによ

るのである。即ち，産業資本の一機能としての商品の販売機能が問題にされたのは，まさしく商

品が販売されるその瞬間のことであ ったのである。それに対して，商業資本の独自的機能は，そ

の瞬間が如何に形成されるか，更にはその瞬間の後のこと ，即ち，商品が消費者の手に渡った後

のこと ，を含むものである 。

　次の問題は，ｒ資本般」とｒ競争論」との関係がｒ逆転」の関係として捉えられることにつ

いてであるが，そのような関係が成立するのは，因果関係についてのことであり ，仮象とされる

のは，その因果関係に関わっているのである。「資本　般」において価値形成的でないと規定さ

れたものが価値形成的性格を帯びるというように，ｒ資本一般」におけることと全く逆のことが

「競争論」において現象するということではないのである。しかし，そこでより重要なことは ，

「商業資本においては，産業資本と産業賃金労働者との関係のように，剰余価値の創造における

本来的搾取という関係が成立しない」（［１６１１０８頁）とされていることである。それは商業資本と

商業賃金労働者との問には本来的搾取が存在しなくて，ｒ仮象としての搾取」が存在するという

ことである。搾取のｒ仮象」とは，本来，搾取がないところに搾取があるかのように現象すると

いうことである。然るに，商業労働者は，商業資本によっ て現実的に搾取されているのである 。

商業労働者の搾取が社会的総資本において行われるとすることは，搾取を全く実体のないものと

して規定することに他ならないのである 。

　（Ｂ）生産過程と流通過程

　情報化が急速に進展している下では，生産と流通は，概念的にも，そしてその関係のあり方に

ついても大きな変容が惹起されているのである。従来の機械体系における生産の決定方法は，孤

立的に行われていたのであり ，流通の状況，従って消費者の意向等を含む杜会的需要の動向とは

無関係に，如何に利潤創出的に商品を生産するかを唯一の基準にしていたのである。それは機械

体系それ自体が要請する論理の具体化でもあ ったのである。そこでは，流通においてどのような

情報が発生しようとも ，その情報に基づいて生産計画を変更することはできなかったのである 。

換言すれは，情報量が一定のままでの生産であったということである。しかし，そのような状況

の下で，「生産のための生産」という方法は永続性をもちうるものではない。機械制大工業の下

では，生産に対するフィードバッ ク制御の社会的作用は，恐慌の周期的経過，産業循環の運動形
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態において現象したのである。独占段階において，自由競争の作用が制限され，それによっ て資

本蓄積の運動，産業循環の形態に変化が惹起されたとしても ，資本制経済の運動を生み出す機構

に決定的な変容が生じたということではないのである。独占段階とはいえ，「機械原理」に規定

され，情報を一次的要因として導入しえない機械体系に立脚する資本王義であ ったことに変わり

はないのである 。

　然るに，情報ネ ットワーク ・システムの下での生産においては，生産物に対する社会的評価 ，

販売結果を目１』提にして，従って，社会的需要の動向に規定されて，次の生産が決定されるという

ように変化してきているのである。それは経済活動におけるフィードバッ ク制御の作用が本来的

に機能しているということでもある。フィードバッ ク制御とは，目的を達成するのにふさわしい

ように，アウトプ ットを見ながらインプ ットを変えることであり ，誤差の修正を繰り返すことに

より当初設定された目的に接近するという運動形態をとるもののことである。そのようなシステ

ムの下での経済活動においては，生産管理において流通過程で発生する情報は決定的な意味をも

つのである。流通過程においてこそ，生産システムのアウトプ ットの成果が評価されるのである

が， その評価に依拠して生産についての次のインプ ットのあり方，生産諸要素の結合の仕方を変

え， 発生した誤差を修正しながら，次期の生産のあり方が決定されていくという関係，即ち一つ

の情報ループが生産と流通の問に形成されているのである 。

　各瞬問ごとに，現在の販売状況をチ ェッ クして，その結果に基づいて前期の生産情報に訂正を

加え，次期の生産決定を行うという方法こそが，情報化社会における生産方法の特徴である。い

ずれにしろ，生産の継続性を可能にする主要な条件の一つが流通において発生した需要動向に関

わる情報であるということがここでの問題点である。経済活動の多様な変化が流通過程を通して ，

情報として収集されるのであるが，そのような状況に対応できるものとして，生産過程において

変種変量生産（ＦＭＳ）体制が確立されねばならなかったのである。この生産と流通を統」性にお

けるものとして捉えようとする志向は，現在，多くのシステムとして試行されているが，ＣＡＬＳ

（光速取引）等は，その例であり ，それらは「サイバネティッ クス原理」の経済活動における具体

化として捉えることができるのである 。

　次の問題は，情報化杜会において，生産と流通とは概念的に如何に規定されるのかということ

である。それは同時に，生産と流通の概念的区別とは何かということの問題でもある。生産とは

原理的には，無から有を創りだすというようにこの世に存在しないものを新しく創造するという

ことではなく ，自然的素材の形態を変換することに過ぎないものとして捉えられねばならないの

である。資本価値が生産要素の形態から商品形態へと変換するということである。人間労働が関

わるのは，「質料のある存在から運動の形態を変更して，別の新しい存在及び運動の形態へ変換

させる」ことにすぎないのである。この「質料そのものではなくて，質料の存在パターンを創

る」（［１３１１７３頁）ことが「生産の基本的意味」であるとすれば，生産とは，「物質の運動の形態

変換」として，人間が何らかの行為によっ て， 自然的諸質料を切断し，分割し，これを新たに再

び何らかの形態を形成するように連関づけることとして規定されねばならないのである。その際 ，

労働は形態変換を惹起する人間の活動一般として規定されるのである。生産過程においては，生

産物の運動形態の変換が行われ，その変換が労働の媒介において遂行される限りにおいて，そこ

で必要とされた杜会的労働が価値を創造したとされるのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６１）



　１３８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第６号）

　これに対して，流通過程とは，商品の場所移動や一定期問の保管を別とすれば，本源的には購

買された商品を販売可能な形態に変換する過程のことである。そのような変換が行われるために

は，一定の社会的労働の投下が必要であることは生産過程の場合と決定的に相違するものではな

いのである。流通過程においても商品の存在形態の変換が惹起されるものとして捉えられねばな

らないのであり ，そのような変換活動においてのみ，商人によっ て購買された商品が販冗可能な

形態に転化されるのである。それ故，流通過程において，流通活動のために社会的労働が投下さ

れる限りにおいて，その労働によっ て価値が創造されたものとして帰結されねばならないのであ

る。 その流通過程が生産過程と決定的に相違するのは，そこでは商品の所有名義の変更が生じる

ということである。所有名義の変更それ自体は，商品の価値量の変化を惹起するものではないの

であり ，そのことに関する限り ，流通において価値は創造されえないのである。流通過程が商品

の売買過程それ自体，所有名義の変更過程としてのみ捉えられるならば，流通において価値量の

変化を問題にすることは誤りである。しかし，そのような場合には，流通過程での商品形態の

変換機能，商業資本の独自的機能を全く考察の視野に入れることができないのである。商品につ

いての所有名義の変更のみではなく ，それを可能にすることについての考察が必要なのであり ，

そのためには，購買されただけの商品と販売のためにアレンジされた商品とでは，使用価値的に

同じ商品であるとはいえ，その経済学的意義は全く相違するものとして捉えられねはならないの

である 。

　しかし，今や，生産過程においても流通過程においても商品の形態変換が惹起され，その変換

に際して一定量の社会的労働が投下されるものとすれば，そこでの労働の価値形成的性格につい

て両者の間に区別を設ける決定的な根拠は存在しないものといえよう 。生産と流通を概念的に区

別する必要があ ったのは，機械体系に立脚する資本制経済においてのことである。情報化された

杜会において，その両者を原理的に区別することは経済分析においては必ずしも有効ではないの

である。特に，商品が局度にシステム化されたものであれは，尚更そうである。それ故に，価値

の創造が生産物の姿態変換に関わるものとして捉えられる限り ，価値形成について生産と流通の

問には基本的な相違は存在しないものとされねはならないのである 。

　林周二氏は，財そのもの，材料財，加工財から組み立て財への高度化とその商業化としての産

業システム化は，「流通概念そのものを大きく変え」（［１７１７４頁）るとされている。材料財，加工

財の場合には，製品ないし財の流通の姿は，生産者から消費者への転移，即ちトランスファーで

あっ たが，ｒ組み立て財や，更にそれを一層高度化したシステム諸財の場合には，生産活動と流

通活動とが，最早機能的に区別のつかないものとなり ，流通の作業は財の変換即ちトランスフォ

ームそのものに深く関係したものとなる」（［１７１７５頁）ということである。情報化社会において

は， トランスファー的な流通概念からトランスフォーム的な流通概念へとその拡張が必要であり ，

前者をハードな流通，後者をソフトな流通とされるのである。かくて，流通の本質的な意義とは ，

「製品の次元をあげること」であり ，「様々な低次財（木材，鉄材，骨材，カラス等）を集めて，こ

れを高次財（住宅システム等）へ変換すること」（［１７１７８頁）であるとされるのである。特に，ソ

フトの流通概念においては，従来の流通（ハートの流通概念）の機能とされてきた流通期問を短縮

するために，商品をより速く回転させるという基本的な考え方を変容させ，「プロセス自体が価

値を創造するもの」としての転換が必要であるとされている。「ハードな流通に関しては，でき
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るだけ速く ，安くが問題になる。これに対しソフトな流通に関しては，流通活動の段階において

できるだけその仕事内容が充実していることが問題になる」（［１７１９３頁）ということである 。

　（Ｃ）商業資本の運動形式

商業資本の運動形式は，Ｇ－Ｗ－Ｇ’として規定されるのであるが，そのことについて見てお

こう 。それが問題であるのは，Ｇ－Ｗ－Ｇ’の運動形式では，商業資本が資本として価値増殖さ

れ， 資本として機能する運動形式を表現するものとしては，適切ではないということによるので

ある。マルクスは，商業資本の機能の考察に当た って，商業資本の機能を「純粋な形態」で考察

するために，「商品資本の流通上の付随的な事柄」，「運輸業や分配可能な形態にある商品の保管

や分配」を「剥取り ，除きさる」（Ｋａｐ．３ ・２９７～８）ことが必要であるとしている。然るに，それ

は同時に，販売と購買の一致という理想的状態を想定するということを意味しているのである 。

流通過程の「正常な進行」が前提され，「商品が売れないようなことがない」（Ｋａｐ．１ ・１１３）とい

う状況が想定されねばならないということである。問題は，そのようにｒ販売と購買の一致」が

想定され，当初から「販売の偶然性」が排除された産業資本の運動の理想的状態における流通過

程， 価値実現過程とは，価値姿態の変換それ自体でしかないのである。そこでは，購買された商

品が販冗可能な商品へと転換されることの考察は，始めから排除されているのである。換言すれ

ば， 産業資本の運動の理想的状況においては，商業資本の固有の機能とされるものも売買それ自

体に，商品と貨幣との交換行為それ自体に限定されているということである。商業機能が売買操

作それ自体であり ，売買の合意を取り付けることのみであるということである。それは商品交換

において価値実現の側面，価値の純粋な形態転化のみを商業機能として規定するということであ

る。 単なる価値の形態転換は，商晶の持ち手の交替であり ，その所有名義の変更にすぎないので

あるが，そのことによっ て価値の量的変化が生じるわけではないことは確かである。しかし，売

買の合意が成立するためには，商品が販売されうる形態に再整理され，その意味で商品の存在形

態が転化されねばならないのであり ，そこに多大の労働と費用が投下されねばならないのである 。

　売買の合意が成立するというそのこと自体に関して言えば，そこでは何らの資本も労働も必要

ではないのである。即ち，商品の購買も販売も等価交換が前提されねばならないのであり ，Ｇ

－ＷとＷＬＧ’として交換が遂行されるものとして想定されねばならないのである。その意味

において，商業資本の運動形式は，Ｇ－Ｗ ……
Ｗ’ Ｇ’ として表現されねばならないものとい

えよう 。それは，産業資本から購買された商品が，販冗可能な形態に再転化されることに商業労

働と流通費用が必要であり ，商業資本が投下されねばならないのであるが，そのようなものとし

て再配置された商品が再販売されるＷ’の意味することである。ＧがＷに転化し，Ｗ’がＧ’に

転化する過程それ自体おいて何ら価値量の変化が生じるものではないのであり ，その限りでマル

クスが単なる価値姿態の変換において価値は創造されえないとしたことは妥当するものといえよ

う。 しかし，商業資本の運動においては，商業資本によっ て産業資本から購買された商品Ｗを

最終消費者に販売可能な形態としての商品Ｗ’に転換することが問題なのである 。

　Ｗ（購買された商品）のＷ’（販売可能な形態における商品）への転化は，使用価値的変化を意味す

るものとして理解されねはならないのであるが，それは同時に所与の杜会的労働の投下を不可避

とすることによっ て価値量における変化も惹起されたものとして捉えられねばならないのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６３）



　１４０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第６号）

それ故に，商業資本においても，その商品の再販売操作を遂行することによっ て， 剰余価値を創

造し，資本としての価値増殖が可能であるとされねばならないのである。生産過程において財の

姿態変換が惹起され，そのために必要とされる社会的労働が価値を形成するとされるのであるが，

財の姿態変換を惹起するものである限りにおいて流通過程における労働も価値形成的として規定

されねばならないのである。マルクスにおいては生産過程における生産物の姿態変換のみが価値

創造的性格をもつものとして規定されたのであるが，それと同じ意味において流通過程における

生産物の姿態変換についても価値創造的性格が付与されねばならないのである。生産と流通にお

ける生産物の姿態変換について決定的な区別は設定されえないということである 。

　森下二次也氏は，商業資本の運動は，Ｇ－ＷとＷ－Ｇ’との二つの段階からなるとされる 。

第一段階Ｇ－Ｗにおいては，商品は依然として「販売されるべき商品として市場にある」ので

あり ，それだけで産業資本のＷ’一Ｇ’に代位するものではないとされる。このＧ－Ｗの過程が

意味していることは「ただ商品の所有者が交替し，それによっ て， 商品資本の機能が産業資本の

商品形態から商業資本」に移転するということであり ，「資本をしてかかる機能を遂行せしめる

ための任務＝販売の仕事が産業資本家から商人の手に移された」（［１１１５４頁）ということである 。

Ｇ－Ｗは，商品の販売それ自体ではなく ，産業資本家から商人への資本の機能の委譲過程とし

て規定されているのである。第二段階Ｗ－Ｇ’においては，結果としては最初に投下された貨幣

が出発点に還流するのであるが，その貨幣は，投下された資本価値の他に利潤を含むものとして

である。この過程によっ て， 商晶は消費者の手に入り ，流通の領域を離れて消費の領域に入り ，

消費されることによっ て， 最早，商品たることを止めるのである。その意味では，「Ｇ－Ｗの過

程によっ て商業資本と商人に負荷された機能と任務はＷ－Ｇ’の過程によっ て実現される」とい

うことである。商品資本はその過程において始めて決定的に貨幣資本に転形するのである。そこ

では商業資本による消費者への商品の販売を通して商業利潤を取得するものであるとされている

のである。即ち，森下氏においては，ＷのＧへの転化それ自体が，価値量の変化を伴うものと

して想定されているのである 。

　かくて，森下氏は，ｒ産業資本のＷＬＧ’に代位するのは商業資本の運動の第一段階でもなく ，

第二段階でもなく ，その総過程Ｇ－Ｗ－Ｇ’である」として，「社会の総資本についてみれば，

Ｗ’ Ｇ’ は実質的，機能的にＧ－Ｗに対応するものであるから，Ｇ－Ｗ－Ｇ’がＷ’一Ｇ’に代位

することは社会的には，同時に又，Ｇ－Ｗに代位することでもある」とされるのである。森下

氏は，商業資本の運動が総体として産業資本の運動の一段階を代位するものであるとされるので

あるが，そのことによっ て， 商業資本がそれ自体として独自の資本の運動をなしていることの含

意を積極的に問題にされようとされないのである。商業資本の運動過程において，購買と販売は ，

その取引対象が前者においては産業資本であり ，後者においては最終消費者であることによっ て，

全く異なる経済的規定を受けることになるのである。Ｇ－Ｗ－Ｇ’がＷ’一Ｇ’を代位することと

してのみ捉えることによっ ては，そのような購買と販売の経済的機能の相違は考察対象としては

設定されえないのである 。

（Ｄ）商業資本の独自的機能

商業資本の独自的機能について，従来とも問題にされなかったわけではない。商業資本の機能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６４）
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について問題にされてきたのは，次の三つの点についてである。第一は，売買や売買操作を社会

的に集中することであり ，それによっ て， 流通費用の縮小が達成されるということである。第二

は， 分業により専門化の利益＝流通期問の短縮が発生するということである。第三は，様々な資

本の回転を媒介することが可能になるということである。多数の産業資本の販売を社会的 ・集中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
的に媒介することによっ て利潤率上昇がもたされるということである 。

　ここで，第一と第二の機能は，商業資本が前貸商業資本量を縮小させ，或は流通期問を短縮さ

せることによっ て一定の効果を生み出すということであり ，ｒ分業による専門化の利益」とされ

るものである。産業資本と商業資本とへの社会的再生産過程の機能が分割されることによっ てメ

リットが発生するということである。しかし，そのようなメリットは，「産業資本家が販売部を

組織し，そこに販冗専門の使用人を配置することによっ ても収めることができる」（［１１１２７頁）

という性格のものであり ，商業資本に独自のものではないとされたのである。商業資本の独自の

機能として措定されうるのは，「売買の集中化，社会化，大規模化」に基づく「個別的販売の偶

然性の除去」，それによる「販売の容易化」，「販売時間の短縮」及びその結呆としての「販売労

働の節約」である。それは，一つの商業資本が多数生産者と取引を行なうということ ，従って ，

社会的規模で売買を行い，「売買を社会的に集中する」ということであるが，そのことによっ て

個別的販売の偶然性が除去されるのであり ，それは販売時間の短縮，販売労働の軽減をもたらす

のであり ，更に，取引数の減少，売買に必要な諸操作の集中によっ て費用の節約がもたらされる
　　　　　　　３）
ということである 。

　しかし，そこで問題にされたことは，商業資本の独自の機能が商業資本の自立化の根拠を問う

ことと結び付けられたために，商業資本の運動によっ て如何に利潤率上昇がもたらされるかの議

論に集約されたのである。商業が生産と消費の媒介的位置にあるということによっ て生じる独自

的機能とは何か，或は資本の運動に含摂されるか否かに関わらず，遂行されてきた商業の独自的

機能に関わらせての展開ではなかったのである。ここで本来的な商業の機能とは，単にモノを売

るということではなく ，人と人，地域と地域，文化と文化とを結び付け，文化を交流させたり ，

地域コミュニテイを作り出すことであ ったのである。即ち，商業は，文化と情報を媒介する役割

を担ってきたのであり ，その点を問題にする必要があるということである 。

　商業資本の機能の独自性が発生するのは，産業資本からの商品の購買と ，その商品の最終消費

者への販売の二過程を遂行することそれ自体においてのことである。それは商業資本の運動が ，

一面では産業資本との関わりにおいて「資本の論理」に規定されるものであり ，他面では最終需

要者（消費者）との関わりにおいて「人問の論理」に規定されるものであるということである 。

商業資本は，一方では，「無計画に，盲目的に資本の自己増殖過程として作り出された財貨を消

費させる役割」をもつと同時に，他方では，「ムダなく ，環境と調和させながら，人問的欲求に

適合する財貨を生産させる役割」（［２１１４７頁）をもつものとして，「正反対のベクトル」において

機能することが問題にされねばならないのである。この「市場経済の論理」と人間の生活を対象

とした物質的活動としての「人問の論理」との矛盾こそが，商業資本に固有の矛盾として措定さ

れうるのである 。

　商業資本は，この基本的な性格を異にする二過程を通して，社会的生産の有機的編成を確立し ，

社会的分業の体系を形成するのであるが，それは経済的効率性と社会的公正性を実現することを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６５）
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通してのことである。即ち，商業資本は，生産者と商業，商業と消費者の間の自動的で無名的な

競争関係を通じて，価格機構を媒介として需給調整の機能を事後的に遂行するということである 。

然るに，この商品の売買過程は，実物のフロー（＝実物域）と情報のフロー（＝制御域）とにおい

て構成されているのである。そこで重要なことは，第一は，売手と買手の意志決定行為の果たす

役割についてであり ，第二は，商品につての販売情報が生産から消費へと商品の流れるのとは逆

の方向に流れるということについてである 。

　¢　産業資本からの商品の購買過程

　商業資本の運動は，先ず，産業資本から商品を購買することから開始される。その際の問題は ，

如何なる種類の商品を，如何に安く購買するかということである。この購買すべき商品の選択的

活動は，独自の判断と決断を最も必要とするものである。これに対して，産業資本の機能として

のＷ’一Ｇ’とは，販売すべき商品が既に特定化されているのであり ，そこでの問題は，如何に高

く売るのかという販売条件のみである 。

　商業資本が産業資本から購買するのは，売れ行きのよい商品，或は売れそうな商品であり ，資

本の回転を迅速にし，流通期問を短縮することによっ て， 利潤率の増加を可能にする商品である 。

これに対して，販売困難な商品の取り扱いを拒否するのである。産業資本から購買する商品の種

類と量を商業資本の主体性において決定すること ，そのような選択的活動こそが，商業資本の活

動の独自性を保証する契機である。それは，商業資本の運動が商品の使用価値的契機によっ て制

約されないということ ，即ち，取り扱い商品を容易に変更しうるということである。その意味で

は， 商業資本が商品の購買活動を選択的に展開するということは，商業資本の意志決定を強力に

作用させるということでもある 。

　商業資本におけるそのような選択的活動を通して，一方では，商品の社会的な供給が不足して

いる生産部門の資本蓄積が加速され，他方では，その逆に商品の社会的供給が過大である生産部

門の資本蓄積が減速されることになるのである。このような購買活動を通して，商業資本は，産

業資本の蓄積運動を規制するものとして機能するのである。商業資本は，社会的資源の適正な配

分関係を資本蓄積の運動に一定の影響を与えることを通して実現していくのである 。

　菅原陽心氏は，「産業資本と商業資本との利潤率をめぐる駆引を通じて，商業資本の取扱商品

種・ 量が決められていくということを通して，商業資本の独自の運動が産業資本の運動の枠内に

あるということが機構的に保証されることになる」として，「産業資本の流通活動との緊張関係

のもとに商業資本はその運動を展開せざるをえないのであり ，商業資本はその下で取扱商品を選

択し，その量を決めていくということになり ，このような競争関係を通して，結果的に，産業資

本の蓄積の増大を促すという関係に立つことになる」（［１９１６３頁）とされている 。

　ここでは，商業利潤が産業利潤の一分肢として捉えられる限りにおいて商業資本の運動の独自

性が問題にされているのである。それは，産業資本と商業資本との競争関係といえども ，或は商

業資本の独自性ということも ，産業資本の運動に大枠を規制されたものとして，その意味では単

に仮象として捉えられるにすぎないということである 。

　　　最終消費者への販売過程

　商業資本が「流通期問を短縮する」ものとして機能するとされるのは，この過程に関わるので

ある。或は，この過程を遂行するために必要な流通費用を縮小することに関わるといっ た方が適

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６６）
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切であろう 。産業資本から購買された商品は多様な種類のものであるが，商業資本は，それを社

会的な規模で集中し，次いでその商品を消費者の多様な需要，欲求を充足するように整理し，分

類して販売可能な形態に変換するのである。その購買された商品を販冗可能な商品に変換するこ

とこそが商業資本の本来の機能である。商品が販売されるその瞬間，所有名義の変更が完成され

る瞬間には，何らの価値量の変化もなければ，労働の投下も必要とされないのである。流通期間

とは，厳密に言えは，商品が販冗可能な状態のままで留まる時問のことである。従来，それを如

何に短縮するかが商業資本の主要な機能であるとされてきたのである。しかし，如何に販売する

か， 或は，市場を拡大するかは極めて重要な条件を形成するのである。更に言えば，販売された

商品についての情報を如何に収集するかという問題が存在しているのである 。

　販売過程における機能については，既に指摘したように，一つは，成立した販売についての情

報による売れ筋商品と死に筋商品の確定である。もう一つは，新たな消費需要の発掘，開拓とい

うことである。この機能こそが，情報化社会における商業資本の独自性を規定するものである 。

商業資本と最終消費者が互いの情報を接合，交流させることによっ て， 市場は，積極的な多様で

自由な創造ないし変換を行う空間としての意義を担うものとして規定されるのである。そこに市

場の情報の迅速な処理と膨大な顧客情報の分析の可能性の増大の今日的意義が存するのである 。

　「機械の論理」が支配する下での流通過程は，資本の論理においては，否定的にのみ捉えられ

たのであり ，それ故，そこで追求されたことは，大量販売の体制であり ，従って全消費者が同じ

生活様式をもつという大量画一的な消費である。それ故に，消費市場の多様化が否定され，地域

差が好ましくない要素として排除されたのである。しかし，今，消費者は新しい生活様式を求め

て生活を再編成し始めているのであるが，それは単なる物の充足を目標としたものではないとこ

ろに特徴があるのである。その意味では，消費者は，受け身としての存在から，自分で自分自身

の生活を創り上げていく「生活開発者」へと転換を始めているのである。そのような転換に際し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）て， 商業資本は如何なる役割を演じるかが問われているものといえよう 。

（皿）商業労働の価値形成的性格

　（Ａ）商業労働の規定的要素

　商業労働が価値形成的であるか否かを検討するためには，商業労働をして商業労働たらしめて

いる規定的要素を明確にしておく必要がある。ここでは，森下二次也氏の所説を手掛かりとして

見ておこう 。森下氏は，商業労働は，「資本家的労働」（［１１１７３頁）であるとされる。売買は

「純然たる資本家の行為」であり ，「それ以外の要素は微塵も含まない」ということである。それ

故， 「売買に必要な技術的操作」も「本来資本家自身で担当することのできる性格」のものであ

るとされるのである。森下氏においては，商業労働は，「価値及び剰余価値を生産しない」とい

うに留まらず，「価値及び剰余価値を実現する労働でさえない」ものとして規定されているので

ある。価値及び剰余価値を実現するのは「商品資本ないし商品買取資本自体の機能」であり ，

「商業労働者はこの機能の遂行をただ技術的に助けるだけ」（［１１１７０頁）の役割しか演じないと

いうことである。売買そのものは「単なる価値の転形，所有名義変更の過程」にすきないのであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６７）
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るが，そのような売買を成↓させるためには色々の「技術的操作」を必要とするのであり ，商業

労働はそのような「技術的操作のための労働」（［１１１７３頁）であるということである 。

　次いで，森下氏は，「売買の実質的内容」とは，「売買を成立させる決定的契機」のことである

が， それは「商品所有者の売買行為そのもの」（［２１５３頁）であるとされる。この資本家的行為

である「売買行為そのもの」の「条件を作り出すための活動」こそが，商業労働であり ，それは

「ただ売買に関連して行われる活動」と「直接売買を成就させるために行われる活動」（［２１４４

頁）とに区別される必要があるとされる。即ち，「商品の運輸，保管，分割，選別，混合，仕上

げ， 荷造り包装等の諸活動」は，「直接に売買を成就させるための活動ですらない」（［２１４５頁）

ということである 。

　ここで，商業労働が売買行為の補助的役割しか演じないとされることには問題があるものとい

えよう 。売買行為は，「純然たる資本家の行為」であり ，「売買に必要な技術的操作も又本来資本

家自身で担当することのできる性質のものである」（［１１１７３頁）ことを認めるとしても，商業資

本の規模が拡大し，商業労働が雇用されるようになるならば，本来，資本家の行為であるとされ

た「売買行為それ自体」は，当然にも商業労働において担われることになるのである。それが資

本による商業機能の包摂ということの経済学的意義である。更に，売買それ自体とは，価値の形

態転換そのものである。これに対して，「商人的諸操作」とは，その形態転換を媒介する過程全

体において必要とされる活動のことである。この「売買行為それ自体」：「価値の形態転換」と

その「転換を媒介する過程」とは，本来，一体として遂行されるものであり ，両者を明確に区別

する根拠も存在しなければ，その意義もないものといえよう 。

　価値の形態変換が可能であるためには，交渉 ・宣伝 ・価格計算等種々の活動が必要であり ，そ

れらの諸活動の集大成によっ て価値姿態の変換が遂行されるのであり ，売買行為が達成されるの

である。価値姿態の変換の瞬間のみを売買行為と規定し，資本家に固有の活動とすることは適切

ではないのである。森下氏は，商業労働の機能を極めて狭く限定されているのであるが，そのこ

とによっ ては資本主義の発展に対応して商業労働の果たす役割が大きく変更していくことを捉え

ることができないものといえよう 。現代の流通機構においては，商業労働の内容の変化は極めて

激しいものがあるのであり ，商業労働者は，単なる補助的役割としてではなく ，ストア ・マネー

ジャーとして，管理と決定の責任者として機能するものへと変化しているのである。更に，流通

する商品が工業生産物の場合には，それが高性能化すればするほど単に販売機能のみではなく ，

いわゆるサーヴィスや取り付け作業等も ，商業労働として付加されてくるのである 。

　これに対して，橋本勲氏は，商業労働の機能は，「基本的には流通過程における価値実現に必

要な技術的操作を遂行すること」であり ，「商業労働による流通操作の担当は，商業資本の機能

遂行にとっ て正に核心的な重要性をもっ ている」（［１６１８３頁）とされている。橋本氏は，「商品の

価値を実現するために必要とされる技術的操作は現実においては売買そのものと必ずしも明確に

区別されうるものではない」として，「売買による価値の実現においては，商品の受渡，貨幣の

計算受渡等を伴うものであり ，それらの労働を除いては，特定の労働が存在するわけではない」

とされるのである。商業労働とは，上記の労働がその内容をなすのであ って，それと別個に労働

や操作を必要とするものが存在するわけではないのである。その意味において，商業労働は ，

「基本的には価値を実現するために必要な労働であると規定されるべき」（［１６１１０６頁）であると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６８）
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いうことなのである 。

　（Ｂ）商業労働と価値形成

　（１）商業労働の非価値形成的性格

　商業労働が価値を形成しないことは，マルクスによっ て指摘されているのであるが，その根拠

は必ずしも明確ではない。角谷登志雄氏は，商業労働においては，「その労働ないし剰余価値は

生産物に対象化しない」からであるとされる。しかし，そこでは商業労働だから剰余価値が生産

物に対象化しないとされているだけであり ，何故，商業労働の場合は，生産物に対象化しないと

されるのかは決して自明のことではないのである。それが流通過程における労働であるというこ

とや，「純粋な商業機能に関連する商業労働は，社会の空費に属する」（［２０１９９頁）ということは ，

何ら事態を説明するものではなく ，同義反復でしかないのである。そこでは生産過程においての

み， 価値や剰余価値の創造が可能であり ，流通過程ではその創造は行われないということが先験

的に，或は理論的に目１』提されてしまっ ているのである。しかし，労働の生産物への対象化は，そ

の生産物の使用価値的変化が惹起されえなくてもおこなわれているものとされねばならないので

ある。流通過程においても ，そこで社会的労働が投下されている限り ，労働の生産物への対象化

が生じているものとされねばならないのである 。

　次いで，角谷氏は，商業労働は，産業労働と基本的に異なり不生産的労働であり ，「このよう

な商業労働の本質は，その定在形態と機能内容がどのように変化しようとも ，失われるものでは

ない」（［２０１９１頁）とされる。資本主義的商品生産の展開とともに，資本の流通機能の現実形態

は， 種々複雑に変化してゆくのであり ，「商業労働もその基本的性格に対して，又，副次的 ・付

加的性格を身に纏うようになる」のであるが，資本主義的生産様式が印』提とされる限り ，如何な

る形態変化にも関わらず，「その基本的性格そのものは，決して転化するものではない」（［２０１

１１１頁）ということである。そこでは，商業労働が資本主義そのものと同義的に提えられている

のであり ，商業労働の性格，内容的変化を経済学的に理解しようとすることは，始めから排除さ

れているのである 。

　山口重克氏は，商業労働は，労働の価値形成的性格を規定する要件を欠くとされる。山口氏は ，

商品を生産する労働が価値形成的であるための基本的な要件は，その労働が，「社会的な生活資

料の生産の一環」として行われること ，その成果がｒ商品として売買」されること ，かつ，その

「質が単純労働化」（［１１１７８頁）していること ，これらが必要であり ，それに加えて，それを生産

するのに社会的に必要な標準的労働時問が「その商晶の価格変動の重心を規制することである」

とされる。そこでは，単純労働化と「技術的に確定的な関係」の形成が同義的に捉えられている

のである。単純労働であれは，労働力の供給が容易であり ，商品の追加的需要に即座に対応可能

であるということである。又，価値形成労働は，「商品の価格変動の重心を規制する」とされて

いるのであるが，それは利潤率を「行動基準」にして，資本の部門問移転が行われ，労働配分の

変更が可能であるということである 。

　ここで指摘しておく必要があるのは，単純労働化とは，「機械原理」に立脚する資本制経済の

特徴であるということである。機械体系の下では，作業は，細分化 ・単純化され，個々の労働者

の質的相違が重要な意味をもたなくなり ，力も熟練も必要とされない労働需要が増大するのであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６９）
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るが，それは労働者を機械の部晶と同じものとして扱うという考え方を生み，労働力の互換性を

可能にしたのである。そのような単純労働化が確かに機械制大工業においては，支配的傾向であ

り， 価値量規定の基準労働としての意味を持ちえたのである。その意味では，山口氏の労働の価

値形成要件は，「機械原理」が支配的である限りにおいて成止するものであるといえよう 。

　山口氏は，商業労働は，「般的には上記のような要件を満たすものではない」とされるので

ある。商業労働における単純労働化について，それは「商業労働の内で技術的確定性が生じうる

部分についてのことであり ，しかもその部分が『資本家の必然的操作』としての商業労働から分

離して賃金労働者に委ねられる場合」に限られるからであるとされるのである。商業労働におけ

る単純労働は，商業労働の「補助的部分」であり ，「商業労働の中核的部分は，資本機能として

の売買機能を果たす資本家的活動そのものなのであり ，これは決して単純労働化しうるものでは

ない」ということである。「市況の予測，商品の選択，仕入れ ・販売の時期の決定，商談，駆引

等」は，資本家の機能であるが，それは「誰がやっても同じ結果になるものではない」というこ

とである 。

　山口氏は，商業における資本家的活動を，単純労働化される部分と資本家の主体的活動の部分

とに区別され，前者は，単純労働であるが故に価値を形成するが，後者は，資本家に固有の判断

と決定を伴う活動であるが故に価値を形成しないとされるのである。資本家の活動が価値を形成

しないのは，「それが個々の資本家によっ て相違し一定量の資本の機能に対するその必要量を社

会的に客観的に確定しえない」（１１１１８０頁）からであるとされる。投下される労働量とその社会

的必要量との問に確定的な関係が存在しないということが，資本家的活動が「不確定的」である

とされる根拠である。その場合，その資本家のために消費される商業労働は，「その消費量には

技術的に確定的な基準がない」ものとされねばならないということである。商業労働の成果の

「使用価値ないし有用性そのものが不確定」であり ，その成果について「社会的に必要な労働量

を確定できない」（［１１１８１頁）が故に，商業労働は，価値形成的性格をもちえないということで

ある。そこでは，理論的前提として，流通の本質的特徴が，「流通期問には客観的な規定性がな

く， 従っ て， その変動には確定的な重心がない」ということ ，更に，商業労働の核心的部分は単

純労働化されえないということ ，この二点を想定されているのである。それ故，そのような理論

的則提自体の成立が問題にされねはならないのである。結論的にいえは，第一に，流通過程の不

確定性は，一面では益々激化しているが，他面では確定的部分も増大しているのである。前者は ，

消費内容が多様化，個性化しているために消費動向の不確定性，不安定性が増大しているという

ことである。後者は，ＰＯＳ情報によっ て売れ筋商品，死に筋商品が確定されることに関わるの

であり ，生産と流通の一体化，ｒ製販提携」：垂直的取引の傾向が進展しているということであ

る。 第二に，商業労働者の労働は，益々管理的性格をもつようになっ てきているのであるが，そ

れと同じ程度において生産過程における労働，産業労働も情報処理的性格を強め，管理的側面を

もつようになっ てきているのである。情報化社会にける支配的労働が情報処理労働であるとすれ

ば， 山口氏の所説が明らかにしたことは，情報社会においては，価値形成労働を見出すことがで

きないということに他ならないのである 。

　（２）商業労働の価値形成的性格

　これまでも ，商業労働の価値形成的性格について議論されてきた。柳昌平氏は，商業労働は ，
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社会的総労働の一部を構成し，「社会的必要労働であると共に資本家の行為という二重性をもっ

たもの」（［８１１３頁）であるとされ，更に，商業労働の機能が「杜会的配給機能を果たす」（［８１

１４頁）とされることから，商業労働の「生産的意義」を認める必要があるとされたのである 。こ

れに対して，松原昭氏は，「商業労働は商晶を生産する労働ではなく ，生産された商品を販売す

るためのサーヴィスを提供する」（［９１９６頁）労働であるとされ，そこで提供されるサーヴィス

とは，「使用価値をもち，それの生産費の結果として交換価値をもつ」（［９１９８頁）ものであると

される。商業労働は社会の生産過程における労働とは異なっ て商品の価値も剰余価値も創造する

ものではないが，社会の流通過程においてサーヴィスを提供することによっ て使用価値と更に交

換価値をもつものとなるということである。商業労働は，「商業活動としてのサーヴィス商品」

を生産するということである。しかし，その際，商業労働は「その活動を通じて，産業資本のも

とで生産された剰余価値を商業資本のために取得させる」のであり ，それは「商業労働によっ て

生み出されるサーヴィスは，商業資本家の商品として産業資本家に販売される」からであるとさ

れるのである 。

　松原氏においては，商業資本や商業労働の機能が産業資本の商業機能の委譲であるとの想定の

もとに，商業労働の価値形成的性格を論定されようとされているのである。商業労働とは，商品

の再販売のために投下されるサーヴィス労働として規定されるのであるが，それは購買された商

晶を販売可能な形態に転換する際に必要とされる労働が，商品姿態の変換を惹起しないものと想

定されることによるのである。しかし，そこでのより重要な問題は，そのサーヴィスを商業資本

が産業資本に販売するものとされていることである。商業機能の遂行のために必要とされるサー

ヴィスが，商業資本自体によっ て消費されるのではないということである。それは依然として商

業機能を産業資本からの委譲として捉えられていることの帰結であるにすぎないのである。その

意味では松原氏は，商業資本の独自的機能の解明のためには，産業資本の呪縛からの開放こそが

必要であることを暗黙のうちに示されたのである 。

　（３）商業労働と価値形成

　資本の循環運動において生産と流通は決定的な二契機であり ，資本が資本としての概念規定を

獲得するに際して不可欠な過程である。それら二過程が共に社会的総再生産過程を構成する契機

として，資本の運動における使用価値の変換過程として規定されねばならないのである。即ち ，

商品の売買操作は，社会的再生産過程の一契機であり ，それに投下された労働は，社会的労働の

一分肢として規定されるということである。この点に関する限りは異論はないであろう 。問題は ，

流通過程をそのように規定した上で，尚かつ，そこでの労働が価値を形成しないとされてきたこ

とにあるのである。そこでは，産業労働と商業労働の相違は，それらの成果である商品に使用価

値姿態の変化が目に見える形で行われたか否かに還元されてしまうことになるのである。ここで

は商業労働の価値形成に関わる問題を２点について検討しておこう 。

　第一に指摘されねばならないのは，流通過程は生産された商品価値の実現ということばかりで

なく ，その実現を通して新たな生産についての情報を作り出す過程でもあるということである 。

価値姿態が変換するということは商品が購買者（消費者）に移転し，所有名義が変更することで

あるが，それは同時にその商品に対する社会的需要のあり方についての情報の発生を意味してい

るのである。社会的需要についての情報に基づいて生産されるべき商品の数量，品質といっ た具
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体的な内容が確定されるのであり ，それに基づいて次期の生産計画が決定されていくという関係

が成立しているのであり ，そこには情報のループが存在しているのである。特に，現代経済を問

題にする際には，流通過程におけるこの二側面の機能の再検討が必要である。その情報収集活動

を展開することにおいて商業労働は，価値形成的性格において規定されねばならないのである 。

　これまで流通過程が商品にとっ て「命がけの飛躍」（Ｋ．ｐ．１ ・１１１）の契機であり ，「資本の変態

の最も困難な部分」（Ｋ．ｐ．２ ・１２０）であるとされ，それ故，そこでの無政府的性格が社会的再生

産過程を混乱に陥れるものとされてきたのである。その場合，流通過程は価値減少過程としての

み規定され，そこでは価値の姿態変換運動を遂行するものとしてのみ把握されていたのである 。

しかし，再生産過程は社会的分業の編成が行なわれる過程でもある。社会的分業の新たな編成を

惹起するものこそ流通のもう一つの機能なのである。確かに生産と流通は時問的，場所的のみな

らず，概念的にも区別されねばならないことはマルクスの指摘する通りである。しかし，社会的

再生産の問題として見た場合，生産の決定は孤立的ではありえず，流通に規定されるという側面

ももつのである。社会的再生産において生産の主導性が決定的であるとしても，流通が生産を規

制するという側面が無視されてよいことにはならないのである。流通において発生した情報を如

何に処理，加工するかによっ て， 生産が管理されていることにおいて，現代の経済活動は大きな

特徴を示しているのである 。

　山口正之氏は，現代経済における生産の社会化は，「管理の社会化」の進展であるとされ，そ

こでは，ｒ金融，広告，マスコミ ，商業等は，すべて，生産の社会的関連の規制に関わる労働過

程」として規定されるとされる。山口氏は，「生産力が，ただ杜会的に結合された労働過程の共

同生産力であるときに，個別的労働のどの特殊性が生産的であり ，どれが不生産的であるかを区

別する理論的根拠はありえない」のであり ，「個別的労働過程のどれが生産的であり不生産的で

あるかの区別は，特定の時期における生産力発展の戦略的環はどれであるかの選択としてのみ ，

有効なものである」（［２２１５４～５５頁）とされる。山口氏は，生産の社会化の具体的内容が生産力

によっ て規定されるとされ，現代経済においては，その生産の社会化が進展し，質的変容を遂げ

ていることにおいて，商業労働の価値形成的性格の生成をみようとされているのである。しかし ，

山口氏の的説の根底にあるのは，商業労働や管理労働は，「生産的発展の戦略的環」として生産

的労働として規定されるということである。特定の時期の社会発展における戦略的重要性におい

て， 個別的労働が生産的労働か否かが決定されるというとである。そこでの問題は，その「戦略

的環」が如何にして決定されるかということである 。

　阿部照男氏は，「マルクスの流通費分析と現代の資本制経済における実際の流通費 ・流通労働

のあり方とはかなりの隔たりがある」とされ，「資本の本来的傾向として不生産的な領域の生産

的利用」ということがその根底に存するとされる。それ故，阿部氏は，「流通過程における物質

的生産，『商業労働』による物質的生産を，流通過程に飛び地をもっ た生産過程であるとして ，

概念的に，流通過程から峻別することは可能であり ，容易いことである。しかし，商業労働によ

って行なわれる仕事を，本来の価値変換に属するものと ，生産過程に属するものとに，量的に ，

或は実態的に分離することは，現実的には不可能である。それ故，これらの生産は，流通過程に

おいて流通労働によっ て行なわれる物質的生産，として捉えるべきであろう」（［１４１１３～１４頁）

とされている。しかし，価値の姿態変換と価値の形成の区別が現実的には不可能であることを根
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拠にして，流通労働の生産的性格を規定することは適切ではない。その区別が現実的に可能であ

るとしても ，理論的には流通労働の生産的性格が指摘されねばならないのである 。

　第二に指摘されねばならないのは，情報化の展開と共に，労働そのもののあり方が大きく変容

していることである。機械的，定型的な単純労働から，情報処理，管理的性格等，非定型的な能

力を必要とする労働，従って局度な総合的，知的労働へと転換しつつあるのであり ，機械の部品

的位置における労働者から，「賢い労働者」の出現が要請されるに至っているのである。そのよ

うな変化は，産業労働と商業労働の区別を不明確にしているのである。ＭＥ化の進展とは，生産

と流通との一体化を益々強めていくのであるが，その際，システムをランニングさせるために必

要とされる労働について，どの分野に投下された労働であろうとも ，生産と密接に関わりをもつ

のである。労働のボーダレス化は，社会的再生産過程において必要とされる労働について，生産

的， 不生産的の区別の設定自体を無意味にしているものといえよう 。単純化すれば，生産の現場

における労働とスーパー・ マーケ ットにおける労働との問における相違とは，作業現場の相違に

すぎないのであり ，情報処理に関わる作業ということでは，決定的な相違があるわけではないの

である。両者の労働の内容はそれほど相違がないものとして機能しているにも関わらず，前者を

価値形成的として規定し，後者を非価値形成的として規定することは，何等積極的意味がないの

である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）　日本におけるＰＯＳシステムの導入は，１９７７年であるとされている。それが急速な普及をみせるの

　は，１９８２年に，セブン ・イレブンが全店導入を図ったことを契機としてである。ＰＯＳシステムの概

　念は，ＰＯＳレジスター 店舗管理，経営管理という三つの段階で設定される 。（工）ＰＯＳレジスター段

　階。従来のレジスターに自動読み取り機能を付加し，人手を介することを少なくし，高度化，能率化

　したものであり ，コンピューターの接続性，処理の多能性に着目したものである。　店舗管理段階 。

　店舗において発生する情報を全て，各種端末機の導入によっ てコンピューターにインプ ットすること

　が可能となれば，店舗管理のシステムは格段に進む。店舗オペレーシ ョンにともなっ て発生する情報

　を，本部大型コンピューターヘインプ ットする機能をもつことに着目したものである。　経営管理段

　階。マーチャンダイジング，マーケティングの基本となる情報の入手，クレジ ット管理とその戦略的

　な活用といっ た点に立 って，各店舗の情報を集中化し，経営活動の意思決定情報に変換する。こうし

　た戦略的意思決定情報が，ＰＯＳシステムの導入によっ て初めて可能になっ たのである 。

２）頭川博氏は，上記の三者の契機は，第一は，流通期問不変の想定上での前貸商業資本量の縮小効果

　であり ，流通期間短縮効果のことであり ，第二は，流通期間短縮による利潤率上昇効果であり ，第三

　は，同一部門内または異部門問に亙る多数産業資本の回転媒介による前貸商業資本量の圧縮効果であ

　るとされ，これら三契機の展開は，「先ず第一要因で流通期問不変の前提上において前貸商業資本量

　の圧縮という商業資本白立化の最も単純な効果が指摘された後に，更に一歩突っ込んで第二要因とし

　て流通期間短縮効果がのべられ，最後に，流通期問短縮という基礎上でそこから直接生じる効果とは

　概念上区別されるところの多数産業資本の回転媒介に起因する前貸商業資本量節約効果が析出される

　という上向法に即した脈絡をもつ」（［１２１４３頁）として理解されねばならないとされる。頭川氏は ，

　商業資本自立化は，第一に，「最終消費者との間の売買関係の簡略化と取引総数の減少をもたらす」

　のであり ，「産業資本と商業資本との間での杜会的分業に伴う売買関係の簡素化 ・取引総数の減少こ

　そ，商業資本の下での流通期問短縮の技術的基礎である」とされ，第二に，「販売の大規模化」 ，「多

　数の産業資本販売部門の少数商業資本への転化」を必然的に伴うものであり ，この両者は，「表裏一

　体の関係にある」（［１２１５１～２頁）とされるのである 。

（８７３）
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　３）森下氏は，「商業資本は流通費用の節約をもたらすが，それはあくまでも流通費用の社会的節約で

　　ある」とされている。それは，「商業資本は優れて社会的な存在である。それは商品資本の自立化形

　　態ではあるが，特定の産業資本の商品形態を代表するものではなく ，社会の総資本のそれを代表する

　　ものである。だからその自立化の根拠も個別産業資本と個別商業資本との１対１の対応関係の中に見

　　出すことができず，多数産業資本との関係において初めて明らかにすることができたのである」とさ

　　れていることとも密接に関連しているのである。「流通費用の社会的節約」の発生が前提され，その

　　ことによっ て「剰余価値生産の社会的増大」がもたらされるのであるが，それは「第一次的には社会

　　的なものである」ということである。それ故，そこで問題にされねばならないのはその社会的に増大

　　した剰余価値の個々の産業資本への割り当てであるとされる。然るに，社会的に発生した流通費用の

　　節約は個々の産業資本に利益として現象しなけれはならないのであるが，その条件は，自由競争によ

　　 って与えらえるということである。かくて，「流通費用の社会的節約の結果，全体として一層多くの

　　剰余価値が生産されればそれだけ一般的利潤率は高まり ，各個別資本はより多くの利潤を手に入れる

　　ことができる。この利潤の較差が現実には直接販売に比べて商人への販売の有利さとして現れる」と

　　され，「自由競争の行われている条件の下では，一般的には産業資本にとっ て商人への販売は一つの

　　強制として現れる」とされるのである。しかし，そこでの問題は，先ず，社会的に流通費用の節約が

　　如何に発生するかが明確にされていないということである。そこで必要なことは，流通費用の節約が

　　個別の商業資本において発生することが確定された上で，それによっ て惹起された節約効果が全産業

　　資本に均等に還元されるものとして展開するということである。個別の商業資本における流通費用の

　　節約の総計として社会的節約の発生が論定されうるのではなく ，社会的節約の発生が先見的に則提さ

　　れた上で，社会的配分のみが問題にされているのである。しかし，個別的に発生した節約に基礎付け

　　られることによっ てのみ，節約の社会的集計が問題になりうるのであり ，そのような物質的基盤の存

　　在とは無関係に社会的節約が発生するということではない。更に言えば，流通期間の個別資本におけ

　　る短縮と全社会的な短縮とは大きく相違しているのである。森下氏が社会的節約を問題にされる時 ，

　　そこでは，社会全体の資本は唯一つの資本として存在するものと想定されているのである 。

　４）従来の垂直統合型流通システムが目指したものは，少品種大量の生産 ・流通システムをつくること

　　によっ て， 規模の利益を発揮し，全体の効率性を高めようという効率性追求を目的とした考え方であ

　　る。従って，垂直統合型流通システムは，集権型，標準型の組織形態を特徴とし，上下関係を重視す

　　る，外に対して閉鎖的なシステムといっ た特徴をもっ てきたのである。これに対して，情報ネ ットワ

　　 ーク型流通システムの目的は，あくまでも新しい需要の発見と価値創造におかれているものといえよ

　　う 。そのために，異業務，異業種，異分野の人々が，共通の目標と価値観によって結ばれ，情報や経

　　営資源を相互に分かち合う ，いわば「共生」，「連帯」のための「参加型組織」（［２１１２２１頁）という

　　ことができるのである 。

１１１

［２１

［３１

［４１

［５１

［６１

１７１

１８１

［９１

［１０１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献

　森下不＿也『現代商業経済論一序説＝商業資本の基礎理論一』有斐閣，１９６０年

　森下不二也「商業労働について」『経済学雑誌』４８－３ ．１９６３年 。

　鶴野昌孝『商業資本と経済学』梓出版社，１９８８年 。

　加藤義忠『商業資本論の研究』ミネルヴ ァ書房，１９７７年 。

　阿部真也『現代流通経済論』ミネルヴ ァ書房，１９８４年 。

　青才尚志『利潤論の展開　概念と機構　』時潮社，１９９０年 。

　村上和光「商業資本の機構的役割」『金沢大学教育学部紀要』（人文科学 ・社会科学編）３３．１９８４年 。

　柳昌平「商業労働の性格について」『社会科学論集』（埼玉大学）２ ．１９５８年

　松原昭「マルクスの商業労働論一森下不二也，柳昇平両教授の所説によせて一」ｒ早稲田商学』１５４ ．

１９６１年
。

　山口重克「商業資本論の諸問題」『経済学論集』（東大）¢５０－２ ．１９８４年，　５０－４ ．１９８５年，　５２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７４）



［１１１

［１２１

［１３１

［１４１

［１５１

［１６１

［１７１

［１８１

［１９１

［２０１

［２１１

［２２１

現代経済における商業資本の独自性（高木） １５１

一２ ．１９８６年，＠５３－２ ．１９８７年，　５３－３ ．１９８７年 。

　山口重克『競争と商業資本』岩波書店，１９８３年 。

　頭川博「商業資本自立化の必然的根拠一『資本論』第三巻第１６章の１解明一」『一橋論叢』９４－２ ．

１９８５年
。

　北川俊男「１青報科学の視座一新しい科学像の探究』共立出版社，１９７０ 。

　阿部照男「流通過程における生産と労働一流通費の分析をめぐっ て一」『経済論集』（東洋大学）第１５

巻第１号，１９８９年 。

　赤堀邦雄『価値論と生産的労働』三一書房，１９７１年 。

　橋本勲『商業資本と流通問題』ミネルウァ書房，１９７０年 。

　林周二『システム時代の流通　ハートからノフトヘー』中公新書，１９７１年 。

　増田米二「情報経済学』産業能率短期大学出版部，１９７６年 。

　菅原陽心「商業資本の自立化とその機能」『商学論集』（新潟大学）（１）１８，（２）１９，（３）２０ ，

（４）２４．１９８６～１９９２年
。

　角谷登志雄『現代の商業と変革』ミネルヴ ァ書房，１９７６年 。

　堤清二『変革の透視図一脱流通産業論一』トレヴィル ，１９８６年 。

　山口正之「現代の技術革新と管理労働の社会化」『現代と思想』１２．１９７３年 。

（８７５）




